
たかしん
第10次事業再構築補助金セミナー

inオンライン

1



はじめに

 本資料は、経済産業省・中小企業庁から2023月5月16
日時点で発表されている資料を基に作成しております。

 今後も内容が変更される可能性があります。10次の申請
をお考えの方はその時点で発表される公募要領をご覧く
ださい。

 お話しする内容は1次～8次までの採択結果を踏まえ、弊
社で傾向分析を行った結果をお伝えしています。従って予
測・未確定要素が多く含んでいることを予めご承知おきく
ださい

 新型コロナウイルス感染拡大・ウクライナ情勢・円安情勢に
よる政府の経済対策は、既存予算の転用など、予定してい
る施策を中止・縮小・延期などを行う可能性があります。

2



採択数推移

3

第5次

件数（単位：件数） 通常枠
大規模賃金
引上枠 卒業枠

緊急事態宣
言特別枠 最低賃金枠

グローバ
ル 合計

V字回復枠

①システムで受け付けた件数
16,185 13 21 4,509 306 1 21,035

（応募件数）
②採択件数 6,441 8 9 3,006 243 0 9,707

採択率 39.80% 61.50% 42.90% 66.70% 79.40% 0% 46.10%
第6次

件数（単位：件数） 通常枠
大規模賃金 回復・再生 最低賃金枠 グリーン

合計
引上枠 応援枠 成長枠

①システムで受け付けた件数
11,653 9 2,933

252
493 15,340

（応募件数）
②採択件数 5,297 5 1,954 216 197 7,669
採択率 45.50% 55.60% 66.60% 85.70% 40% 50%
第7次

件数（単位：件数） 通常枠
大規模賃金
引上枠 緊急対策枠

回復・再生応
援枠 最低賃金枠

グリーン
成長枠 合計

①システムで受け付けた件数
9,292 11 2,980 2,144 162 543 15,132

（応募件数）
②採択件数 4,402 5 1,652 1,338 131 217 7,745
採択率 47.4% 45.5% 55.4% 62.4% 80.9% 40.0% 51.2%
第8次

件数（単位：件数） 通常枠
大規模賃金 緊急 回復・再生 最低 グリーン

合計
引上枠 対策枠 応援枠 賃金枠 成長枠

①システムで受け付けた件数
7,261 8 3,201 1,522 165 434 12,591

（応募件数）
②採択件数 3,562 4 1,721 879 117 173 6,456
採択率 49.1% 50.0% 53.8% 57.8% 70.9% 39.9% 51.3%



１．事業目的、申請要件
 ポストコロナ・ウィズコロナの時代の経済社会の変化に対応するため、中小企業等の

思い切った事業再構築を支援することで、日本経済の構造転換を促すことを目的
とします。

 コロナの影響で厳しい状況にある中小企業、中堅企業、個人事業主、企業組合等
を対象とします。申請後、審査委員が審査の上、予算の範囲内で補助金交付候補
者を採択します。

 予算額として、令和２年度第３次補正予算で１兆1,485億円、令和３年度補正予算
で6,123億円、令和４年度予備費で1,000億円、令和４年度第２次補正予算で
5,800億円が計上されています。

【必須要件】

（１）事業計画について認定経営革新等支援機関の確認を受けること

 事業者自身で事業再構築指針に沿った事業計画を作成し、認定経営革新等支援機関の確認を受けること
。補助金額が3,000万円を超える案件は金融機関（銀行、信金、ファンド等）の確認も受けること。金融機
関が認定経営革新等支援機関を兼ねる場合は、金融機関のみで構いません。

（２）付加価値額を向上させること

 補助事業終了後３～５年で付加価値額の年率平均3.0～5.0％（申請枠により異なる）以
上増加、又は従業員一人当たり付加価値額の年率平均3.0～5.0％（申請枠により異なる

）以上増加させることが必要です。

※付加価値額とは、営業利益、人件費、減価償却費を足したものをいう。4



２－１．各申請枠の全体像

業況が厳しい事業者向け 賃上げ等へのインセンティブ

○大規模賃金引上促進枠：上限3,000万円上乗せ
○卒業促進枠（中小企業等からの卒業）：上限を２倍に引上げ

類型 最低賃金枠
物価高騰対策
・回復再生応援枠

産業構
造転換
枠

成長枠
グリーン成長枠 サプライチェーン

強靱化枠
エントリー スタンダード

対象

最低賃金引上げ
の影響を受け、そ
の原資の確保が
困難な事業者

業況が厳しい事業者や
事業再生に取り組む事

業者、
原油価格・物価高騰等
の影響を受ける事業者

国内市場縮小等
の構造的な課題に
直面している業種
・業態の事業者

成長分野への大
胆な事業再構築
に取り組む事業

者

研究開発・技術開発又は人材育成を行いなが
ら、グリーン成長戦略「実行計画」14分野の課
題の解決に資する取組を行う事業者

海外で製造する部品
等の国内回帰を進め、
国内サプライチェーン の
強靱化及び地域産業
の活性化に資する取組

を行う事業者

補
助
上
限

最大
1,500万円

最大
3,000万円

最大
7,000万円

最大
7,000万円

最大
8,000万円
(中堅1億円)

1億円
(中堅1.5億円)

最大
5億円

補助率 3/4 2/3 (一部3/4) 2/3

1/2（大規模な賃上げ達成で2/3へ引上げ）

【補助率引上要件】
事業終了時点で①給与支給総額＋６％以上、
②事業場内最低賃金＋45円

1/2
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２－２．補助額、補助率（成長枠）

 成長分野に向けた大胆な事業再構築に取り組む事業者を支援します。

【要件】
必須要件（P2参照。付加価値額については、年率平均4.0％以上増加を求める。）に加え、以下の①及び②を満

たすこと
① 取り組む事業が、過去～今後のいずれか10年間で、市場規模が10%以上拡大する業種・業態（※）に属し
ていること

② 事業終了後3~5年で給与支給総額を年率平均2%以上増加させること

※対象となる業種・業態は、事務局で指定します（指定リストは随時更新予定）。
https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/seichowaku_list.pdf

また、指定された業種・業態以外であっても、応募時に要件を満たす業種・業態である旨データ等を提出し、認められた場合には、対象となり得ます
。（過去の公募回で認められた業種・業態については、その後の公募回では指定業種として公表します。）

成長枠の対象となる事業者

従業員規模 補助上限額 補助率

20人以下 2,000万円 【中小企業】 1/2（大規模な賃上げ※を行う場合2/3）
【中堅企業】 1/3（大規模な賃上げ※を行う場合1/2）

※事業終了時点で、①事業場内最低賃金＋45円、②給与支給総額＋6%を達成すること。
ただし、事業終了後3～5年で給与支給総額を年率平均2％以上増加させることが出来な
かった場合、差額分（補助率1／6分）の返還を求めます。

21～50人 4,000万円

51～100人 5,000万円

101人以上 7,000万円

※事業実施期間中に中小企業から中堅企業へ成長する事業者等に対する上乗せ枠（卒業促進枠）又は
継続的な賃金引上げに取り組むとともに従業員を増加させる事業者に対する上乗せ枠（大規模賃金引上促進枠）のいずれかに同時応
募可能 6

https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/seichowaku_list.pdf


7

 グリーン分野での事業再構築を通じて高い成長を目指す事業者を支援します。

 要件を緩和した類型（エントリー）を創設し、使い勝手を向上させます。

必須要件（P2参照。付加価値額については、 年率平均4.0%以上増加を求める。）に加え、以下の①及び②を
満たすこと

①グリーン成長戦略「実行計画」14分野に掲げられた課題の解決に資する取組として記載があるものに該当し
、その取組に関連する1年以上の研究開発・技術開発又は従業員の5%以上に対する年間20時間以上の人材
育成（※）をあわせて行うこと

②事業終了後3~5年で給与支給総額を年率平均2%以上増加させること

（※）外部研修又は専門家を招いたOJT研修を受けることが必要となります。

２－３．補助額、補助率（グリーン成長枠）

グリーン成長枠（エントリー）の対象となる事業者

従業員規模 補助上限額 補助率

中小企業

20人以下 4,000万円 【中小企業】 1/2（大規模な賃上げ※を行う場合2/3）
【中堅企業】 1/3（大規模な賃上げ※を行う場合1/2）

※事業終了時点で、①事業場内最低賃金＋45円、②給与支給総額＋6%を達
成すること。ただし、事業終了後3～5年で給与支給総額を年率平均2％以上増加
させることが出来なかった場合、差額分（補助率1／6分）の返還を求めます。

21～50人 6,000万円

51人～ 8,000万円

中堅企業 ー 1億円

※事業実施期間中に中小企業から中堅企業へ成長する事業者等に対する上乗せ枠（卒業促進枠）又は
継続的な賃金引上げに取り組むとともに従業員を増加させる事業者に対する上乗せ枠（大規模賃金引上促進枠）のいずれ
かに同時応募可能
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必須要件（P2参照。付加価値額については、年率平均5.0%以上増加を求める。）に加え、以下の①及び②を満たすこと

①グリーン成長戦略「実行計画」14分野に掲げられた課題の解決に資する取組として記載があるものに該当し、その取組に関連
する2年以上の研究開発・技術開発又は従業員の10%以上に対する年間20時間以上の人材育成（※）をあわせて行うこと

②事業終了後3～5年で給与支給総額を年率平均2%以上増加させること

（※）外部研修又は専門家を招いたOJT研修を受けることが必要となります。

２－３．補助額、補助率（グリーン成長枠）

グリーン成長枠（スタンダード）の対象となる事業者

従業員規模 補助上限額 補助率

中小企業 ー 1億円
【中小企業】 1/2（大規模な賃上げ※を行う場合2/3）

【中堅企業】 1/3（大規模な賃上げ※を行う場合1/2）

中堅企業 ー 1.5億円
※事業終了時点で、①事業場内最低賃金＋45円、②給与支給総額＋6%を達
成すること。ただし、事業終了後3～5年で給与支給総額を年率平均2％以上増加

させることが出来なかった場合、差額分（補助率1／6分）の返還を求めます。

※事業実施期間中に中小企業から中堅企業へ成長する事業者等に対する上乗せ枠（卒業促進枠）又は
継続的な賃金引上げに取り組むとともに従業員を増加させる事業者に対する上乗せ枠（大規模賃金引上促進
枠）のいずれかに同時応募可能

エントリーとスタンダードの主な違い

エントリー スタンダード

要件

1年以上の研究開発・技術開発

又は従業員の5%以上に対する年間20
時間以上の人材育成

２年以上の研究開発・技術開発

又は従業員の10%以上に対する年間20
時間以上の人材育成

補助上限額
中小企業：最大8,000万円

中堅企業：最大1億円
中小企業：最大1億円中堅企業：

最大1.5億円



２－４．補助額、補助率（成長枠・グリーン成長枠の補助率引上げ）

補助率引上げの要件

 成長枠・グリーン成長枠に申請する事業者が、大幅な賃上げを行う場合、補助率
を引上げ（中小企業：1/2→2/3、中堅企業：1/3→1/2）ます。

①補助事業期間内に給与支給総額を年平均６％以上増加させること
②補助事業期間内に事業場内最低賃金を年額45円以上の水準で引上げること

9

【報告対象年度】
・補助金交付候補者としての採択日～補助事業完了期限日のいずれかの時点が含
まれる事業年度
（右図のいずれのパターンでも可）
【補助率引上げ要件の基準年度】
・報告対象年度の直前の事業年度
※応募時点で直近の事業年度の給与支給総額 ≦ 基準年度の給与支給総額である必
要があります。 また、応募時点で直近の事業年度の事業場内最低賃金 ≦ 基準年度の
事業場内最低賃金である必要があります。
応募以降に給与支給総額や事業場内最低賃金を引き下げることにより本要件を達
成することは認 められません。

【支払い及び返還義務】
実績報告後の初回の事業化状況報告において、要件の達成状況を確認します。 確
認できた場合は補助率1/6分（補助率引上げ分）の金額について、追加で支給します
。

ただし、事業終了後3~5年の事業計画期間に給与支給総額を年率平均2％以上増
加させることが出来なかった場合には、追加で支給した補助率1/6分（補助率引
上げ分）の返還が必要です。



２－５．補助額、補助率（卒業促進枠）

 成長枠・グリーン成長枠の補助事業を通して、中小企業等から中堅企業等に成
長する事業者に対し、補助金額を上乗せして支援します。（大規模賃金引上促進
枠との併用はできません。）

卒業促進枠の対象となる事業者
【要件】

以下の①及び②を満たすこと

①成長枠又はグリーン成長枠に、同一の公募回で申請すること。

②成長枠又はグリーン成長枠の補助事業の終了後３～５年で中小企業・特定事業者・中堅企業の規模から卒

業すること（※）

（※）以下のいずれかを達成する必要があります。

・応募時点で中小企業

・応募時点で特定事業者

・応募時点で中堅企業

→ 特定事業者、中堅企業又は大企業に成長

→ 中堅企業又は大企業に成長

→ 大企業に成長

従業員規模 補助金額 補助率

成長枠・グリーン成長枠に準じる
中小１/２
中堅 １/３

※卒業促進枠の補助対象経費は、成長枠又はグリーン成長枠の補助対象経費と明確に分ける必要があり
ます。

同一の建物や設備等を、卒業促進枠と成長枠又はグリーン成長枠との両方で対象経費とすることはでき

ません。要件達成後、実績報告を提出いただき、その確認をもって補助金を支払います。 10



２－６．補助額、補助率（大規模賃金引上促進枠）

 成長枠・グリーン成長枠の補助事業を通して、大規模な賃上げに取り組む事業者
に対し、補助金額を上乗せして支援します。（卒業促進枠との併用はできません。）

【要件】

以下の要件をいずれも満たすこと

①成長枠又はグリーン成長枠に、同一の公募回で申請すること。
②成長枠又はグリーン成長枠の補助事業の終了後３～５年の間に、事業場内最低賃金を年額45円以上の水
準で引上げること。

③成長枠又はグリーン成長枠の補助事業の終了後３～５年の間に、従業員数を年率平均1.5％以上（最低事業計

画期間×1人の増員が必要）増員させること

大規模賃金引上促進枠の対象となる事業者

※大規模賃金引上促進枠の補助対象経費は、成長枠又はグリーン成長枠の補助対象経費と明確に分ける
必要があります。同一の建物や設備等を、大規模賃金引上促進枠と成長枠又はグリーン成長枠との両方で
対象経費とすることはできません。

要件達成後、実績報告を提出いただき、その確認をもって補助金を支払います。

11

従業員規模 補助金額 補助率

ー 3,000万円
中小：１/２
中堅：１/３



 国内市場の縮小等の産業構造の変化等により、事業再構築が強く求められる業種
・業態の事業者に対し、補助率を引上げる等により重点的に支援します。

 対象経費に廃業費を追加し、廃業費がある場合は補助上限額を上乗せします。

必須要件（P2参照。付加価値額については、 年率平均3.0%以上増加を求める。）に加え、以下のいずれかを満たすこと

①現在の主たる事業が過去～今後のいずれか10年間で、市場規模が10％以上縮小する業種・業態に属しており、当該業種・業態

と

は別の業種・業態の新規事業を実施すること

②地域における基幹大企業が撤退することにより、市町村内総生産の10％以上が失われると見込まれる地域で事業を実施し
ており、当該基幹大企業との直接取引額が売上高の10％以上を占めること。

※①については、業界団体が要件を満たすことについて示した場合、その業種・業態を指定業種として指定します（指定リストは随時更新予定）。
https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/tenkanwaku_list.pdf

又は、コロナ後～今後の10年間で市場規模が10％以上縮小することについて、応募時に客観的な統計等で示していただき、事務局の審査で認めら
れた場合にも対象となります。（過去の公募回で認められた業種・業態については、その後の公募回では指定業種として公表します。）

※②については、要件を満たす地域であることについて、自治体が資料を作成し、証明する必要があります（指定リストは随時更新予定）。
https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/tenkantiiki_list.pdf

２－７．補助額、補助率（産業構造転換枠）

産業構造転換枠の対象となる事業者

従業員規模 補助上限額（※） 補助率

20人以下 2,000万円

【中小企業】 2/3
【中堅企業】 1/2

21～50人 4,000万円

51～100人 5,000万円

101人以上 7,000万円

※廃業を伴う場合には、廃業費を最大2,000万円上乗せ 12

https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/tenkanwaku_list.pdf
https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/tenkantiiki_list.pdf


 海外で製造する部品等の国内回帰を進め、国内サプライチェーンの強靱化及び
地域産 業の活性化に取り組む事業者を対象として「サプライチェーン強靱化枠
」を新設し、補助上限額を最大5億円まで引き上げて支援します。

サプライチェーン強靱化枠の対象となる事業者
必須要件（付加価値額については、年率平均5.0％以上増加を求める。）に加え、以下の要件を満たす、生産拠点を国内回
帰する(※1)事業であること

①取引先から国内での生産（増産）要請があること（事業完了後、具体的な商談が進む予定があるもの）
②取り組む事業が、過去～今後のいずれか10年間で、市場規模が10%以上拡大する業種・業態（※2）に属していること

※２ 対象となる業種・業態は、事務局で指定します。（随時更新予定）https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/seichowaku_list.pdf

また、指定された業種・業態以外であっても、応募時に要件を満たす業種・業態である旨データを提出し、認められた場合には、対象となり得ます。
（過去の公募回で認められた業 種・業態については、その後の公募回では指定業種として公表します。）

③下記の要件をいずれも満たしていること
⑴経済産業省が公開するＤＸ推進指標を活用し、自己診断を実施し、結果を独立行政法人情報処理推進機構（IPA）に対して提出し
ていること。
⑵IPAが実施する「SECURITY ACTION」の「★★二つ星」の宣言を行っていること。
④下記の要件をいずれも満たしていること
⑴交付決定時点で、設備投資する事業場内最低賃金が地域別最低賃金より30円以上高いこと。ただし、新規立地の場合は、当該新
事業場内最低賃金が地域別最低賃金より30円以上高くなる雇用計画を示すこと。
⑵事業終了後、事業年度から３～5 年の事業計画期間終了までの間に給与支給総額を年率平均２％以上増加させる取組であること
⑤「パートナーシップ構築宣言」ポータルサイトにて、宣言を公表していること。

13

補助上限額・補助率

補助上限額 補助率

５億円
※建物費を含まない場合は3億円

中小企業１/２
中堅企業 １/３

(※1) 事業再構築指針で示す「国内回帰」の類型に該当する必要があります
。事業再構築指針の他の５類型では、「サプライチェーン強靱化枠」に申請でき
ません。なお、海外の生産拠点を閉じることは要件としておりません。

２－８．補助額、補助率（サプライチェーン強靱化枠）

https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/seichowaku_list.pdf
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 最低賃金の引上げの影響を受け、その原資の確保が困難な特に業況の厳しい中小
企業等を対象とした「最低賃金枠」を設け、補助率を引き上げます。

 「最低賃金枠」は、加点措置を行い、物価高騰対策・回復再生応援枠に比べて採
択率において優遇されます。

必須要件（P2参照。付加価値額については、 年率平均3.0%以上増加を求める。）に加え、以下の①及び②を
満たすこと

① 2022年1月以降の連続する６か月間のうち、任意の3か月の合計売上高が、2019年～2021年の同3か
月の合

計売上高と比較して10%以上減少していること

② 2021年10月から2022年8月までの間で、3か月以上最低賃金＋30円以内で雇用している従業員が全

従業員の10%以上いること

２－９．補助額、補助率（最低賃金枠）

最低賃金枠の対象となる事業者

従業員規模 補助上限額 補助率

5人以下 500万円

【中小企業】 3/4
【中堅企業】 2/3

6～20人 1,000万円

21人 1,500万円



 コロナや物価高等により依然として業況が厳しい事業者に対する支援を継続しま
す。

（第9回公募までの、回復・再生応援枠と緊急対策枠を統合）

必須要件（P2参照。付加価値額については、 年率平均3.0%以上増加を求める。）に加え、以下のいずれかを
満たすこと

① 2022年1月以降の連続する６か月間のうち、任意の3か月の合計売上高が、2019年～2021年の同3か

月の合計売上高と比較して10%以上減少していること

②中小企業活性化協議会から支援を受け、再生計画等を策定していること
※売上高減少要件については、付加価値額（売上高×1.5）減少で代替可能

15

２－１０．補助額、補助率（物価高騰対策・回復再生応援枠）

物価高騰対策・回復再生応援枠の対象となる事業者

従業員規模 補助上限額 補助率

5人以下 1,000万円
【中小企業】 2/3（従業員数5人以下の場合400万円、従業員数6～20人の場合600万円、
従業員数21～50人の場合は800万円、従業員数51人以上の場合は1,200万円までは3/4）
【中堅企業】 1/2（従業員数5人以下の場合400万円、従業員数6～20人の場合600万円、
従業員数21～50人の場合は800万円、従業員数51人以上の場合は1,200万円までは2/3）

6～20人 1,500万円

21～50人 2,000万円

51人以上 3,000万円



２－１１．一部申請類型における2回目申請

通常の申請に加えて、以下の2つの資料の提出が必要となります。

①既に事業再構築補助金で取り組んでいる事業再構築とは異なる事業再構築であることの説明資料
②既存の事業再構築を行いながら新たに取り組む事業再構築を行うだけの体制や資金力があることの説明資料

→通常の審査に加え、一定の減点を受けたうえで、これらの資料についても考慮したうえで採否を判断する。

 事業再構築補助金では、原則として、1事業者につき補助金交付候補者としての採択は1回に限っておりま
すが、グリーン成長枠、産業構造転換枠及びサプライチェーン強靱化枠については、一定の条件下で過 去
補助金交付候補者として採択された事業者の再申請・補助金交付候補者としての採択を認めます。

以降 ※ただし、産業構造転換枠・サプライチェーン強靱化枠は、1回目の補助金交付候補者としての採択額（交付決定を受けている場合は交付決定額又は確定額）と第10
回公募の公募回における補助上限額の差額分を補助上限とします。

 但し、支援を受けることができる回数は2回を上限とする。

第1回～第9回公募 第10回公募以降

1回目の申請・補助金交付候補者としての採択

①グリーン成長枠以外で１度目の補助金交付候補者の採択を受けた事業者
②グリーン成長枠で１度目の補助金交付候補者の採択を受けた事業者

2回目の申請・補助金交付候補者としての採択
①グリーン成長枠・産業構造転換枠・サプライチェーン強靱化枠に限り申請可能

追加提出資料と審査内容

②サプライチェーン強靱化枠に限り申請可能

（注）・支援を受けることができる回数は2回を上限とします。
・産業構造転換枠・サプライチェーン強靱化枠は、1回目の補助金交付候補者としての採択額（交付決定を受けている
場合は交付決定額又は確定額）との差額分を補助上限とします。

（例）産業構造転換枠に申請する従業員120人の事業者が、第６回公募通常枠で4,000万円の補助金交付候補者の採

択を受けている場合

従業員120人の事業者の補助上限7,000万円（廃業を伴う場合9,000万円）－過去採択分4,000万円
＝3,000万円 （廃業を伴う場合5,000万円） が２回目の補助上限となります。

16



４．補助対象経費（サプライチェーン強靱化枠以外）

 事業拡大につながる事業資産（有形・無形）への相応規模の投資をしていただくこ
ととなります。

 補助対象経費は、本事業の対象として明確に区分できるものである必要がありま
す。

（１）補助対象経費の例
●建物費（建物の建築・改修、建物の撤去、賃貸物件等の原状回復、貸し工場・貸店舗等の一時移転）

●機械装置・システム構築費（設備、専用ソフトの購入やリース等）、クラウドサービス利用費、運搬費

●技術導入費（知的財産権導入に要する経費）、知的財産権等関連経費

●外注費（製品開発に要する加工、設計等）、専門家経費 ※応募申請時の事業計画の作成に要する経費は補助対象外。

●広告宣伝費・販売促進費（広告作成、媒体掲載、展示会出展等）

●研修費（教育訓練費、講座受講等）
【注１】建物費は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15条）における「建物」、「建物附属設備」に係る経費が対象で

す。「構築物」に係る経費は対象になりませんのでご注意ください。

【注２】機械装置・システム構築費は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15条）における「機械及び装置」、

「器具及び備品」、「工具」に係る経費が対象です。「構築物」、「船舶」、「航空機」、「車両及び運搬具」に係る経費は対象になりません
のでご注意ください。

【注３】一過性の支出と認められるような支出が補助対象経費の大半を占めるような場合は、原則として本事業の支援対象にはなりません。

（２）補助対象外の経費の例

●補助対象企業の従業員の人件費、従業員の旅費

●不動産、株式、公道を走る車両、汎用品（パソコン、スマートフォン、家具等）の購入費

●フランチャイズ加盟料、販売する商品の原材料費、消耗品費、光熱水費、通信費
17



４．補助対象経費（サプライチェーン強靱化枠）

 事業拡大につながる事業資産（有形・無形）への相応規模の投資をしていただく
こととなります。

 補助対象経費は、本事業の対象として明確に区分できるものである必要がありま
す。

（１）補助対象経費の例

●建物費（建物の建築・改修）

●機械装置・システム構築費（設備、専用ソフトの購入等）※補助事業実施期間中の設備等のリースに係る経費は補助対象外。

【注１】建物費は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15条）における「建物」、「建物附属設備」に係る経費
が対象です。「構築物」に係る経費は対象になりませんのでご注意ください。

【注２】機械装置・システム構築費は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15条）における「機械及び装置」、
「器具及び備品」、「工具」に係る経費が対象です。「構築物」、「船舶」、「航空機」、「車両及び運搬具」に係る経費は対象になりません
のでご注意ください。

【注３】一過性の支出と認められるような支出が補助対象経費の大半を占めるような場合は、原則として本事業の支援対象にはなりません。

（２）補助対象外の経費の例

●補助対象企業の従業員の人件費、従業員の旅費

●不動産、株式、公道を走る車両、汎用品（パソコン、スマートフォン、家具等）の購入

●フランチャイズ加盟料、販売する商品の原材料費、消耗品費、光熱水費、通信費

●サプライチェーン強靱化枠では、建物の撤去費、賃貸物件等の原状回復に要する費用、貸し工場・貸
店舗 等の一時移転費、クラウドサービス利用費、運搬費、技術導入費、知的財産権等関連経費、外

注費、専門家経費、広告宣伝費・販売促進費、研修費は補助対象外となります。 18



５．補助対象外事業
 以下に該当する事業は補助対象になりません。補助金交付候補者として採択された場合で

あっても、交付審査において以下に該当すると判明した場合には、採択取消となりますので
ご注意ください。

補助対象外事業の例①

①具体的な事業再構築の実施の大半を他社に外注又は委託し、企画だけを行う事業

②グループ会社が既に実施している事業を実施するなど、再構築事業の内容が、容易に実施可能である事業

③不動産賃貸、駐車場経営、暗号資産のマイニング等、実質的な労働を伴わない事業又は専ら資産運用的性格
の強い事業

④建築又は購入した施設・設備を自ら占有し、事業の用に供することなく、特定の第三者に長期間賃貸させ る
ような 事
業（中小企業等とリース会社が共同申請を行い、リース会社が機械装置又はシステムを購入する場合は、これ
に当たりません。）

⑤農業を行う事業者が単に別の作物を作る、飲食店が新しく漁業を始めるなど、新たに取り組む事業が１次
産業（農業、林業、漁業）である事業

※例えば農業に取り組む事業者が、農作物の加工や農作物を用いた料理の提供を行う場合など、2次又は3次
産業分野に取り組む場合に必要な経費は、補助対象となります。2次又は3次産業に取り組む場合であっても

、加工や料理提供の材料である農作物の生産自体に必要な経費は、補助対象外となります。

⑥主として従業員の解雇を通じて付加価値額要件を達成させるような事業

⑦公序良俗に反する事業

⑧法令に違反する及び違反する恐れがある事業並びに消費者保護の観点から不適切であると認められる事業 19



⑬その他制度趣旨・本公募要領にそぐわない事業

５．補助対象外事業
補助対象外事業の例②

⑨風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第５項及び同条
第13項第２号により定める事業

※申請時に、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第５項及
び同条第13項第２号により定める事業を実施している中小企業等であっても、当該事業を停止して新たな事
業を行う場合は、支援対象となります。

⑩暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第２条に規定する暴力団又は
暴力団員と関係がある中小企業等又はリース会社による事業

⑪重複案件

・同一法人・事業者が今回の公募で複数申請を行っている事業

・テーマや事業内容から判断し、（過去又は現在の）国（独立行政法人等を含む）が助成する他の制度（補助
金、委託費、公的医療保険・介護保険からの診療報酬・介護報酬、固定価格買取制度等）と同一又は類似 内
容の事業

※ただし、厚生労働省の産業雇用安定助成金（事業再構築支援コース）との併用は可能。

・厚生労働省ホームページ：
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/sankokinjigyousaikouchi
ku.html

・他の法人・事業者と同一又は類似内容の事業
※他の法人・事業者と同一又は酷似した内容の事業を故意又は重過失により申請した場合、次回以降の公募への申請ができ

なくなりますので、十分ご注意ください。

⑫申請時に虚偽の内容を含む事業

20
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６．事業計画の策定
 補助金の審査は、事業計画を基に行われます。補助金交付候補者として採択さ

れるためには、合理的で説得力のある事業計画を策定することが必要です。

 事業計画は、必ず事業者自身で策定してください。認定経営革新等支援機関には
、申請する事業計画の確認のほか、事業実施段階でのアドバイスやフォローアップ
も期待されています。

●現在の企業の事業、強み・弱み、機会・脅威、事業環境、事業再構築の必要性

●事業再構築の具体的内容（提供する製品・サービス、導入する設備、工事等）

●事業再構築の市場の状況、自社の優位性、費用対効果、課題やリスクとその解決方法

●実施体制、スケジュール、資金調達計画、収益計画（付加価値増加を含む）

（１）事業計画に含めるべきポイントの例

（２）認定経営革新等支援機関とは
●認定経営革新等支援機関とは、中小企業を支援できる機関として、経済産業大臣が認定した機関で
す。

具体的な審査項目は、公募要領に掲載されています。事業実施体制・財務の妥当
性、市場ニーズの検証、課題解決の妥当性、費用対効果、再構築の必要性、イノベ
ーションへの貢献、経済成長への貢献などが審査項目となっています。
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●事業者の経営状況、再構築事業の事業化状況の確認
※ 「成長枠」、「グリーン成長枠」で補助率の引上げを受ける場合は、事業計画期間終了時点において、所定の要件を満たせなかった場合

、追加支給にあたる補助金額1/6分の返還を求めます。

●補助金を活用して購入した資産の管理状況の確認、会計検査への対応
※不正、不当な行為があった場合は、補助金返還事由となります。不正があった場合は、法令に基づく罰則が適用される可能性があります。

７．補助金支払までのプロセス、フォローアップ

 補助金は、事業者による支出を確認した後に支払われます。概算払制度を設けま
すが、補助金交付要綱等に基づき、使途はしっかりと確認することとなります。

 事業計画は、補助事業期間終了後もフォローアップします。補助事業終了後５年
間、経営状況等について、年次報告が必要です。補助金で購入した設備等は、補
助金交付要綱等に沿って、厳格に管理することとなります。

（１）補助事業の流れ

（２）事業終了後のフォローアップ項目の例

補助金交付候補者

の採択 交付決定 補助金の支払
確定検査補

助額の確定

補助事業期間（12か月又は14か月）
（設備の購入等を行う期間）

交付申請 実績報告 精算払請求

次年度から事業計画期間

●フォローアップ期間は5年間。
●年次報告が必要。
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補助金の返還を求めます。



（参考）上乗せ枠（卒業促進枠及び大規模賃金引上促進枠）の補助事業
実施期間

 成長枠又はグリーン成長枠に申請する事業者が活用出来る上乗せ枠（卒業促進
枠及び大規模賃金引上促進枠）の補助事業実施期間は他の事業類型と異なりま
すのでご注意ください。

上乗せ枠のフロー

成長枠

卒業促進枠

例：成長枠及び卒業促進枠に補助金交付候補者として採択された従業員数120人の中小企業（成長枠の補助上限
7,000万）が、中堅企業への卒業に成功した場合、追加で7千万を上限に上乗せする（合計1.4億円）。

応募

補助金交付候
補者の採択

応募

補助金交付
候補者の採
択

交付申請

交付決定
成長枠の補助事業実施期間

（最大12か月）

実績報告

成長枠の補助事業計画（フォローアップ）期間
（3～5年）

実績報告
（卒業達成）

卒業促進枠の補助事業実施期間
（成長枠の交付決定～補助事業計画期間終了まで） 交付決定

両枠に同一の公募回で応募

上乗せ枠の交付申請は、成長枠又はグリーン成長枠と同時で
も、成長枠又はグリーン成長枠の事業が軌道に乗ってからで
も、事業者によって申請のタイミングをご検討いただけます。

確定検査後、成長枠の補助
金額7千万円を支払

確定検査後、卒業促進枠の
補助金額7千万円を支払

卒業促進枠の交付申請可能期間
（成長枠の交付申請と同時～補助事業実施期間終了までの間）

交付申請
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８．事前着手届出制度
 補助事業の着手（購入契約の締結等）は、原則として交付決定後です。

 ただし、最低賃金枠、物価高騰対策・回復再生応援枠、サプライチェーン強靱化枠に限り、
公募開始後、事前着手届出を提出し、受理された場合は、2022年12月2日以降の設備
の購入契約等が補助対象となり得ます。ただし、設備の購入等では入札・相見積が必要で
す。

 交付決定前に事前着手が受理された場合であっても、補助金の補助金交付候補者として
の採 択を約束するものではありません。また、補助金交付候補者として採択された場合
でも、補助対象経費については、交付申請時に認められたものに限りますので、公募要領
をよくご確認ください。

（１）通常の手続の流れ

事前着手
届出

（２）事前着手を実施する場合

公募開始 締切り
としての採択
補助金交付候補者 交付申請 交付決定

設備の購入等が可能

事前着手受理

不採択となるリスクあり12月2日以降の設備の購入
契約等が補助対象となり得る

注意!!

締切り 交付申請 交付決定

令和4年度第2次補正予算成立
（2022年12月2日） 公募開始

※ 公募要領を理解。※ 補助対象期間は、12月2
日 いただく必要あり。 までさかのぼることができ

ます。

補助金交付候補者
としての採択
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９．スケジュールと準備
 令和5年度末までに３回程度の公募を実施予定です。

 申請は全て電子申請となりますので、「GビズIDプライムアカウント」が必要です。

●電子申請の準備

申請はjGrants（電子申請システム）で受け付けます。 GビズIDプライムアカウントの発行に時間を要す
る場合がありますので、早めのID取得をお勧めします。GビズIDプライムアカウントは、以下のホームペ

https://gbiz-ージで必要事項を記載し、必要書類を郵送して作成することができます。
id.go.jp/top/

●事業計画の策定準備
一般に、事業計画の策定には時間がかかります。早めに、現在の企業の強み弱み分析、新しい事業の市場

分析、優位性の確保に向けた課題設定及び解決方法、実施体制、資金計画などを検討することをお勧めしま
す。

●認定経営革新等支援機関との相談
認定経営革新等支援機関に相談してください。認定経営革新等支援機関は、中小企業庁ホームページで

確認できます。

申請に向けた準備
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１０．注意事項
 内容が異なる別の事業であれば、同じ事業者が異なる補助金を受けることは可

能です。ただし、同一事業で複数の国の補助金を受けることはできません。複数
回、事業再構築 補助金を受けることはできません（卒業促進枠・大規模賃金引
上促進枠、及びP13に記載する一部類型を除く）。

 不正、不当な行為があった場合は、補助金返還事由となります。不正があった場
合は、法令に基づく罰則が適用される可能性がありますので、十分ご注意くださ
い。

注意事項の例
●事業者自身による申請をお願いします

事業計画は、認定経営革新等支援機関と作成することとなります。ただし、補助金の申請は、事業者
自身が行っていただく必要があります。申請者は、事業計画の作成及び実行に責任を持つ必要があり
ます。

電子申請について不明な点等がございましたら、事業再構築補助金のコールセンター又はサポー

【参考】 「GビズID」ヘルプデスク 0570-023-797トセンターにお問い合わせください。

●重複案件への注意

他の法人・事業者と同一又は酷似した内容の事業を故意又は重過失により申請した場合、不採択又は交
付取り消しとなり、次回以降の公募への申請ができなくなりますので、十分ご注意ください。

●悪質な業者への注意

事業計画の策定等で外部の支援を受ける際には、提供するサービスと乖離した高額な成功報酬を請求す
る悪質な業者にご注意ください。 26
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事業再構築指針の見直し



１．事業再構築指針について

 「事業再構築指針」（以下「指針」）は、事業再構築補助金の支援の対象を明確化
するため、「事業再構築」の定義等について、明らかにしたものです。

 「事業再構築」とは、「新市場進出（新分野展開、業態転換）」、「事業転換」、「業種転 換
」 、「事業再編」又は「国内回帰」の５つを指し、本事業に申請するためには、これ
ら５つのうち、いずれかの類型に該当する事業計画を認定支援機関と策定するこ
とが必要となります。

事業再構築指針

事業再構築の定義 新市場進出（新分野展開、業態転換）

事業転換

業種転換

国内回帰

…新たな製品等で新たな市場に進出する

…主な「事業」を転換する

…主な「業種」を転換する

…事業再編を通じて新市場進出（新分野展開、業態転換）、
事業転換、又は業種転換のいずれかを行う

事業再編

28

…海外で製造等する製品について、その製造方法
が先進性を有する国内生産拠点を整備する



２．事業再構築の類型と要件について
事業再構築の各類型と申請に当たってお示しいただく内容の全体像は、以下のとおりです。

事業再構築の類型 必要となる要件 参照ページ

新市場進出
（新分野展開、業態転換）

①製品等の新規性要件、②市場の新規性要件、③新事業売上高10％等要件 P４

事業転換 ①製品等の新規性要件、②市場の新規性要件、③売上高構成比要件 P11

業種転換 ①製品等の新規性要件、②市場の新規性要件、③売上高構成比要件 P14

事業再編 ①組織再編要件、②その他の事業再構築要件 P17

国内回帰 ①海外製造等要件、②導入設備の先進性要件、③新事業売上高10％等要件 P19

要件名 申請に当たってお示しいただく内容 参照ページ

製品等（製品・商品等）の
新規性要件

①過去に製造等した実績がないこと、②定量的に性能又は効能が異なること（※１） P５~６

市場の新規性要件 既存事業と新規事業の顧客層が異なること P７~８

新事業売上高10%等要件 新たな製品等の（又は製造方法等の）売上高が総売上高の10％（又は総付加価値額の15％）以上となること P４

売上高構成比要件 新たな製品等の属する事業（又は業種）が売上高構成比の最も高い事業（又は業種）となること P11、P14

組織再編要件 「合併」、「会社分割」、「株式交換」、「株式移転」、「事業譲渡」等を行うこと P17

その他の事業再構築要件 「新市場進出（新分野展開、業態転換）」、「事業転換」又は「業種転換」のいずれかを行うこと 各類型

海外製造等要件 海外から製造・調達している製品について、国内で生産拠点を整備すること P20

導入設備の先進性要件 事業による製品の製造方法が先進性を有するものであること P21

（※１）製品等の性能や効能が定量的に計測できる場合に限って必要
29
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変更概要

 新分野展開及び業態転換が新市場進出へ統合。

 国内回帰類型の追加。

 国内回帰に該当するためには、海外で製造・調達している製品に
ついて、国内で生産拠点を整備する必要があります。 なお、中小
企業等が取引先から要請を受けて、取引先が海外から調達してい
る製品を製造する生産拠点を国内で整備する場合、要件を満たせ
ば、特例的に対象となります。【海外製造等要件】

 また、事業による製品の製造方法が先進性を有するものである必
要があります。【導入設備の先進性要件】

 市場の新規性要件が「既存製品等と新製品等の代替性が低いこ
と」から「既存事業と新規事業の顧客層が異なること」へ変更。

 ※ 市場の新規性要件を満たすためには、既存事業の対象顧客を
明確にした上で、新規事業の対象顧客層が明確に異なることにつ
いて、事業計画で説明する必要があります。



事業再構築補助金 変更点①事業再構築の類型の変更

国内回帰類型の追加

【海外製造等要件】

国内回帰に該当するためには、海外で製造・調達している製品について、国内で生産拠点を 整備
する必要があります。 なお、中小企業等が取引先から要請を受けて、取引先が海外から調達して
いる製品を製造する生産拠点を国内で整備する場合、要件を満たせば、特例的に 対象となりま
す。

【導入設備の先進性要件】

また、事業による製品の製造方法が先進性を有するものである必要があります。

市場の新規性要件が「既存製品等と新製品等の代替性が低いこと」から「既存事
業と新規事業の顧客層が異なること」へ変更

※ 市場の新規性要件を満たすためには、既存事業の対象顧客を明確にした上で、新規事
業の対象顧客層が明確に異なることについて、事業計画で説明する必要があります。
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事業再構築補助金 変更点②成長枠及びグリーン成長枠での要件追加

参照：経済産業省 事業再構築補助金の概要 10.0版 P4、P5

【給与総額増加要件】

成長枠及びグリーン成長枠に事業終了後 3～5年で、給与支給総額を年率平均2％以上増
加させることが追加されました。
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事業再構築補助金 変更点③第１０回から審査項目が一部変更（事業化点）

(2)事業化点

① 補助事業の成果の事業化が寄与するユーザー、マーケット及び市場規模が明確か。市場
ニーズの有無を検証できているか。

② ターゲットとするマーケットにおける競合他社の状況を把握し、競合他社の製品・サービス
を 分析し、自社の優位性が確保できる計画となっているか。特に、価格・性能面での競
争を回避し継続的に売上・利益が確保できるような差別化戦略が構築できているか（オー
プン／クローズ戦略等を通じた知財化戦略や標準化戦略による参入障壁の構築
、研究開発やブランディング・標準化を通じた高い付加価値・独自性の創出、サプライチェ
ーンや商流の上流・下流部分を自社で構築するなど他社が模倣困難なビジネスモデルの
構築、競合が少ない市場を狙うニッチ戦略等）。

③ 事業化に向けて、中長期での補助事業の課題を検証できているか。また、事業化に至る
までの遂行方法、スケジュールや課題の解決方法が明確かつ妥当か。

④ 本事業の目的に沿った事業実施のための体制（人材、事務処理能力等）や最近の財務状
況等から、補助事業を適切に遂行できると期待できるか。また、金融機関等からの十分な
資金の調達が見込めるか。※複数の事業者が連携して申請する場合は連携体各者の財務
状況等も踏まえ採点します。



事業再構築補助金 変更点③第１０回から審査項目が一部変更（再構築点）

(3)再構築点

① 自社の強み、弱み、機会、脅威を分析（SWOT分析）した上で、事業再構築の必要性が認識
されているか。また、事業再構築の取組内容が、当該分析から導出されるものであるか、複数
の選択肢の中から検討して最適なものが選択されているか。

② 事業再構築指針に沿った取組みであるか。特に、業種を転換するなど、リスクの高い、大胆な事
業の再構築を行うものであるか。※複数の事業者が連携して申請する場合は、連携体構成員が
提出する「連携体各者の事業再構築要件についての説明書類」も考慮し採点します

③ 補助事業として費用対効果（補助金の投入額に対して増額が想定される付加価値額の規模
、生産性の向上、その実現性等）が高いか。その際、現在の自社の人材、技術・ノウハウ等の強
みを活用することや既存事業とのシナジー効果が期待されること等により、効果的な取組とな
っているか。

④ 先端的なデジタル技術の活用、新しいビジネスモデルの構築等を通じて、地域やサプライ
チェーンのイノベーションに貢献し得る事業か。

⑤ 本補助金を活用して新たに取り組む事業の内容が、ポストコロナ・ウィズコロナ時代の経済
社会の変化に対応した、感染症等の危機に強い事業になっているか。
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事業再構築補助金 変更点③第１０回から審査項目が一部変更（政策点）

(4)政策点

35

① ウィズコロナ・ポストコロナ時代の経済社会の変化に伴い、今後より生産性の向上が見
込まれる分野に大胆に事業再構築を図ることを通じて、日本経済の構造転換を促すこと
に資するか。

② 先端的なデジタル技術の活用、低炭素技術の活用、経済社会にとって特に重要な技術
の活用等を通じて、我が国の経済成長を牽引し得るか。

③ 新型コロナウイルスが事業環境に与える影響を乗り越えてV字回復を達成するために有
効な投資内容となっているか。

④ ニッチ分野において、適切なマーケティング、独自性の高い製品・サービス開発、厳格な品質
管理などにより差別化を行い、グローバル市場でもトップの地位を築く潜在性を有している
か。

⑤ 地域の特性を活かして高い付加価値を創出し、地域の事業者等に対する経済的波及効果
を及ぼすことにより、雇用の創出や地域の経済成長（大規模災害からの復興等を含む
）を牽引する事業となることが期待できるか。



審査項目の見直しを受けて、難しくなったストーリー構築

 見直しの背景

• 補助事業ありきの計画となっている

• 「強み×期待できる市場」の戦略が弱い

• 再構築度が低い＝新市場開拓の戦略性が低い
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採択されてから大変な
事業再構築補助金事務作業
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補助金受給までの注意点について
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補助金受給までの手続きと流れ

採択発表後の交付申請について

電子申請システムから交付申請をすることになりますので、各種必要書類（裏面参照）をご準備ください。
また、提出後、差戻しが数回行われる場合があり、最初の申請から1～1.5か月で交付決定がおります。

交付申請時に計画の変更をする場合

変更内容と理由を記載した書類を用意することになります。
変更内容によっては認められない場合もあるため、申請した計画から変更をする人は、
変更内容ごとに手続きを確認する必要があります。



交付申請書のダウンロード
＜交付決定通知書の取得方

法＞

実績報告書の様式データを
ダウンロード

交付決定後の対応について

担保権設定承認申請書を提出する方は

担保権承認申請を提出します

経費の支払いについて

支払いは原則「見積書・注文書に記載の条件」に則って、
受け取った請求書の条件通り、支払ってください。
下記の原則に沿っていない場合、振込し直しを指示され
る場合もございますのでご注意ください。

設備の写真について

設備搬入前に設置場所の空きスペースの写
真撮影をしておいてください。
後日【実績報告書】と共に、写真も提出が必
要です。

①設備保管・設置前の空きスペースの写真
（設備全体を確認できる写真）
② 設備到着時にトラックに積まれた状態（
設置場所に搬入中の写真）
③ 管理番号シール（各設備全てに管理番号
シール（各自作成）の貼りつけが必要です。）

施工会社が撮影する報告写真を活用するのが楽かと思います。
下記のポイントを抑えて各工程の写真をご用意ください。

①改修：外観の改修前・改修後、内装：各部屋・主要部分ごとに同じ
角度から撮影
②新築：工程ごとに撮影（撤去前・撤去後・基礎・上棟・完成）、内装：
各部屋・主要

部分ごとに撮影
③管理番号ツール（各建物の入口付近に下記のような管理番号シ
ールの貼付が必要です。）

建物の写真について

交付決定を受けたら、まずは下記の点をご対応ください。

必ず現金振込必ず現金振込

手形・小切手・相殺・電子債権等は
ＮＧです。 法人クレジットカードも
手続きが煩雑なため、避ける方が
無難です。

振込手数料は
自社負担

振込手数料は
自社負担

先方負担とした場合、手数料額分
の補助金減額となります。

混合払い禁止混合払い禁止

補助対象外経費との合算払いは
ＮＧです。見積書・請求書などの
関連書類も分ける必要がありま
す。

設置前 設置後
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実績報告書の流れと提出書
類について

建物・設備等の引き渡し・支払い、報告書作成が完了したら、各経費の帳票類・
写真等をまとめて提出し、最終審査を受けます。

2～3ケ月で確定通知が出ることが多く、多くの場合監査は実施されないよう
です

納品・引渡し、支払いの完了
報告書完成

完成後、電子申請
にて提出

数回の差戻し→
再申請

審査後、確定通知
書発行

＜交付決定後に計画に変更がある場合＞
計画変更承認申請を提出し、事務局の承認を得てからでないと変更・発注をすることができません
のでご注意ください。

確定通知を受け取ったら

実績報告の審査が終わると、最初の電
子申請から2～3ケ月で確定通知が発
行され、通知メールが届きます。
通知を受けたら、右記の要領で【確定通
知書】を取得ください。

精算払請求と補助金入金について

確定通知を受け取ったら、同時に貴社にて電子申請シ
ステムにより【精算払請求】を申請してください。請求
に不備がない場合、請求から1か月前後で受給となる
ケースが多いようです。

確定通知が出たら、補助事業の総まとめとして提出書類一式を印刷し、
バインダなどに整理して必ず5年は保管をしてください。

事業化状況報告について

事業化状況報告は、補助事業完了日(実績報告書が完成する日)が含まれる決算日を初回として、以降5
年間(合計6回)にわたり、その後の事業展開および決算を報告します。報告期間は、毎年の決算日から３
か月以内※と定められています。※初回報告時のみ報告期間が変則的になる場合があります。

補助事業実施期間中は、事務局からデータ把握・事例集作成を目的とした調査協力等の依頼がある場合が
あります。また、税抜単価50万円以上の建物・機械装置等の財産を処分※しようとする場合は、事前承認
を受ける必要があります。※処分…目的に反する使用、譲渡、交換、貸与、担保に供する処分、廃棄



第10次締め切りは6月30日

 GBizIDは必ず必要です。直ちに申請して取得してください。

 申請前に見積を取得してください。また50万円以上の費用につ
いては必ず相見積が必要です。

 建物だけ、設備だけ。では採択されません。新しい事業をどうやっ
て軌道に乗せるか、補助事業の収益化をどうやって行うか。をは
じめから考えてください。

 販促活動は必須です。

 補助金はもらうものではなく「活用」するものです。

 申請のご相談はお近くの高松信用金庫様まで！
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メールマガジン

WEB申込みはこちらから

会員企業の皆様には、様々な補助金・公的制度など

の最新情報をWEBセミナーで分かりやすく解説。聞

きなれない言葉も優しくお伝えします。

専用の相談窓口より気軽に問合せが可能です。

セミナーやメールを見て気になったことはすぐに

お問合せ下さい。担当者より回答いたします。

週に1度最新の情報をどこよりも早くメー
ルでお届けします。いつでもどこでも最新
情報を手軽にお受け取りいただけます。

2か月に1度、情報誌をメールでお送りします。
情報誌には、経営者が知りたい情報が盛りだくさん！

内容は補助金、優遇税制、財務、金融、税務など

企業向けシルバー会員サービスのご案内

FASクラブ（シルバー会員）とは、補助金・優遇税制・金融・財務の最新情報を受けることのできるサービスです。情

報配信は当グループが連携している株式会社エフアンドエム（https://www.fmltd.co.jp/）が行います。専用

フォームからお申込みいただくことでいつでもご入会いただくことが可能です。

気になる制度、話を聞いてみたいサービスがあれば、当事務所にいつでもご相談ください！

無料で受けられる4つのサービス

補助金・資金繰りサポートセンター 会員専用WEBセミナー

補助金・優遇税制・金融・財務もフルサポート

随時受付 随時開催

週に1度

情報誌の発行

隔月
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申請代行承ります！

みどり合同税理士法人・(株)みどり合同経営は「認定経
営革新等支援機関」です。

行政書士も複数在籍しております。

提携社労士と連携を取り、労務関係助成金にも対応して
います。

補助事業終了後の実行支援・モニタリング・報告書作成
まで完全サポート

補助金・助成金申請のご相談は弊社へ！

お問合せ先：みどり増販情報センター
TEL:087-834-0093

担当：清水（MP:090-9556-2100）・佐藤
MAIL:shimizu@digitalbank.co.jp
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ご清聴ありがとうございました。

不許複製
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